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１ はじめに 

  過去の自然災害において、一般送配電事業者は、被害状況の把握に時間を要し、関係機関

への情報共有が遅れ、関係機関の活動が進まないといった、情報収集や情報共有の体制につ

いて課題が挙げられた事例があった。 

  また、一般送配電事業者と関係機関との間において、事前の役割分担等の明確化とその共

有が不十分だったために、平時の備えが進んでおらず、非常災害時も連携が進まない、とい

った課題が挙げられた事例もあった。 

  以上のような過去の自然災害からの教訓を踏まえ、一般送配電事業者は、災害時連携計画

にもとづき、関係機関との連携事例について一般送配電事業者間での共有を図るため、電気

事業連合会等において定期的に会議を開催し、この関係機関との連携にあたっての留意事項

および連携事例集（以下「留意事項および連携事例集」という）に整理する。また、一般送

配電事業者は、関係機関との連携にあたって特に留意すべき事項がある場合は、この留意事

項および連携事例集に整理する。 

  なお、一般送配電事業者は、共有された他の一般送配電事業者の関係機関との連携事例お

よび特に留意すべき事項をもとに、地域性等を踏まえ、自者と関係機関との連携強化を図る

ものとする。 
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２ 連携にあたっての留意事項 

  関係機関との間で、平時からの災害への備えを充実させるとともに、非常災害時の円滑な

連携を図るため、一般送配電事業者は、これまでに一般送配電事業者間で共有した連携事例

等に鑑み、各関係機関との連携にあたって次の事項に特に留意する。 

（１） 地方自治体との連携 

非常災害時、停電復旧作業の障害を速やかに取り除けるように、地方自治体（都道府県

等）との間で非常災害時における連絡窓口の構築・確認を実施するとともに、役割の明確

化等を行う。また、平時においては、非常災害時に優先して復旧を検討すべき重要施設に

関する情報共有等の調整を行う。 

（２）自衛隊との連携 

   非常災害時は、都道府県知事から自衛隊へ災害派遣を要請していただくことを基本とす

るも、平時から定例的な会議による意見交換や訓練を行うなど、自衛隊との連携強化を図

る。 

（３）通信事業者との連携 

   引き続き、重要インフラ事業者である通信事業者との連絡窓口の確認等を行う。また、

電柱情報の共有等、非常災害時における協力事項の具体化を図る。 

（４）復旧工事に係る施工者との連携 

   非常災害時の連携については、既存の契約や協定等を充実する方向で協議を進める。な

お、協議にあたっては、対応事項や対応範囲の明確化を行う。 

（５）電気事業者との連携 

   電気事業者間の連携を含めた更なるコールセンターの強化を行うとともに、チャットシ

ステムや自動音声応答システム等、コールセンターひっ迫時の改善を図る。 

（６）その他の関係機関との連携 

   インターネットを使うことができないお客さまに対しても、停電情報、復旧見込み等の

周知を徹底するため、引き続きラジオ局との連携を強化する。なお、連携強化にあたって

は、日頃から機会を捉えて非常災害時の連携についてお願いをしていくことに加え、情報

発信訓練を実施する等、災害に対する意識付け強化とともに円滑な連携体制の構築を図る。 

   また、非常災害時の復旧作業の円滑化等を実現するため、引き続き道路関係機関との連

絡窓口の確認や協定の締結等を進める。また、定期的に意見交換や訓練等を実施し、継続

して非常災害時の連絡体制を維持できる仕組みの構築を図る。 

 

 

以 上 

 

 

 

 



  別添６ 

 

3 
 

（更新履歴） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 


